
東京海洋大学・学術研究院・准教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

１２６１４

基盤研究(C)（一般）

2023～2019

水産物エコラベルのフードチェーンを構成する主体の相互作用と全体に着目した経済分析

An economic analysis on the whole and interactions between actors in food supply
 chain of seafood ecolabel

８０５６５４２４研究者番号：

大石　太郎（Oishi, Taro）

研究期間：

１９Ｋ０６２５０

年 月 日現在  ６   ６ １９

円     3,300,000

研究成果の概要（和文）：本研究では、フードチェーンの主体間の相互作用と全体に着目し、日本の水産物エコ
ラベルの課題を分析した。①漁業者=流通業者間の分析では、MSCでは漁業認証が、MELでは海外のCoC認証が国産
水産物輸出のボトルネックとなっていることが示された。②流通業者=消費者間の分析では、日本の消費者は水
産物エコラベルに対して正のWTPを持つが、小売店舗では有意な価格プレミアムが見られず、小売業者が非価格
的戦略を採用していることが示唆された。③フードチェーン全体では、漁業者の他に公的機関も資源評価情報の
収集・整備の労力や費用を負担しており、その側面を考慮してエコラベル制度の政策的有効性を評価する必要性
が示された。

研究成果の概要（英文）：This study analyzed the Japanese seafood ecolabelling with a focus on the 
interactions between actors in the food chain and the whole. The Analysis between fishers and 
distributors indicated that fisheries certification for MSC and foreign CoC certification for MEL 
were bottlenecks for Japan’s seafood exports. Analysis between distributors and consumers showed 
that Japanese consumers have a positive WTP for seafood eco-labelling, but no significant price 
premium was found in retail stores, suggesting that retailers adopt a non-price strategy. The 
analysis of the entire food chain showed that, in addition to fishermen, public authorities also 
bear the costs and efforts for collecting and maintaining stock assessment information, and that 
this aspect needs to be taken into account when assessing the effectiveness of eco-labelling.

研究分野：環境政策論、水産経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究成果の学術的意義は、これまでフードチェーンを構成する各主体に対して個別的な分析がなされてきた水
産物エコラベルの研究において、個別レベルでの最適な制度設計が必ずしも全体として最適にならない点に着目
し、各主体間の相互作用の考慮と全体の俯瞰に基づく分析を行った点である。本研究の社会的意義は、連鎖の結
合部が機能しないことや外部費用の存在によってフードチェーン全体が機能不全に陥ってしまうことを防ぐため
の政策的視座を具体的に示したことであり、水産物エコラベル以外にも、森林のFSC認証制度や農産物の有機JAS
認証制度を始め様々な環境認証制度への応用が期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
水産物の需要が世界的に増加傾向にあり、その持続的利用を可能にする方策が求められてい
る。そうした中で、近年、資源・環境問題に関するステークホルダーの関心が拡大し、企業（生
産者）が生産する財の生産工程や財そのものにおける資源・環境への配慮に関する情報が一定の
価値を有する状況となっている。同時に、資源・環境問題への配慮は消費者が当該財を購入し消
費した後も、その情報について正確に知ることが困難である、いわゆる信用財としての特性を持
つため、情報の非対称の問題の解消が重要な課題となる。こうした状況を受けて、水産物市場に
おいて消費者が持続可能な水産物を識別できるようにする水産物エコラベル制度が注目されて
いる。我が国では、生産段階の持続可能な漁業の認証や消費段階のラベル表示において、英国発
祥の海洋管理協議会（MSC）と日本発のマリン・エコラベル・ジャパン（MEL）という 2つが
主要な制度として存在するが、それらの普及が欧米諸国に比べて遅れていることが指摘されて
いる。エコラベル制度を有効活用できていないことは、我が国の水産物輸出振興の障壁の一つに
なっている。 
水産物エコラベル制度が機能するには、漁業者が漁業認証を取得するだけでなく、流通業者
（小売業者を含む）も流通過程で非認証水産物が混ざらないことを証明する加工・流通過程の管
理（CoC）認証を取得して商品にラベル表示をする必要があり、そのうえでさらに消費者がラベ
ル表示のある水産物を購入することが求められる。しかし、我が国ではそうしたフードチェーン
の各段階に問題を抱えており、(1)漁業者の段階では中緯度で温暖な海域の多様な魚種が漁獲さ
れ魚種別の資源管理費用が高くなりがちであることに加え、漁業も多様で小規模なものが多い
ことから漁業認証取得費用を賄う経営体力が十分にないことが多い、(2)流通業者の段階では漁
獲される魚が少量多品種であることから、産地市場での仕分け・出荷と消費地市場での集荷・再
配分を経るなど多段階で複雑な流通経路となることが多い、(3)消費者の段階ではエコラベルに
対する認知度・評価が低い、といったことが挙げられる。 
こうした諸問題に対して、フードチェーンにおけるある段階に焦点を当てた個別的研究はこ
れまでにも一定程度なされてきたが、各段階の相互作用や全体俯瞰的な研究が十分に進んでい
るとは言えない。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、フードチェーンの 3 段階における各主体間の相互作用およびフードチェー
ン全体の課題についてフィールド調査、経済理論分析、計量経済分析を用いて定性・定量の両面
からアプローチし、我が国における水産物エコラベル制度の定着可能性および定着可能である
場合にはその条件を明確化し、現実の市場に導入されるべき方策を明らかにすることである。 
 本研究の学術的独自性は、フードチェーンの各主体間の相互作用およびその全体の課題に着
目することである。個別レベルにおける最適な制度設計は必ずしも全体として最適な結果をも
たらすとは限らず、全体を俯瞰した分析が必要であることは明らかである。またフードチェーン
は、ある連鎖の結合部が機能しなかったとしても全体が機能不全になる点を鑑みると、連鎖を有
機的に捉える必要がある。 
 本研究で得られた研究成果は、多くの関連分野に応用が期待できる。本研究の具体的な研究対
象は水産物のフードチェーンやそこで機能するエコラベル制度であるが、得られた知見は森林
の FSC認証制度や農産物の有機 JAS認証制度を始め様々な環境認証制度に応用可能性を持ち、
成果が広く波及することが期待される。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、①漁業者=流通業者の相互作用、②流通業者=消費者間の相互作用、③フードチェ
ーン全体の 3項目に焦点を当て、各項目について以下のように研究する。 
①漁業者=流通業者間の相互作用については、我が国の小規模な漁業者や複雑な流通経路を持
つ流通業者が漁業認証や CoC認証の取得コストを支払う上で大規模かつ合理的流通を持つ欧米
諸国に比べて不利であることは既存研究で研究・指摘されてきたが、そのコスト負担に関連する
諸問題は定量的な解明が十分になされていない。その費用負担構造やインセンティブ構造を統
計データおよび産業組織論を用いて実証と理論の両面から明らかにする。②流通業者=消費者間
の相互作用については、水産物エコラベルに対する店頭での小売価格プレミアムとアンケート
調査に基づく消費者の支払意思額（WTP）の間のギャップの存在を国内外について定量化する
とともに、そのギャップを解消するための方策について経済心理学・倫理学を踏まえて解明する。
③フードチェーン全体については、水産物フードチェーンの外側の組織やオリンピックのよう
なイベントが水産物エコラベルの普及において有する役割について解明する。MSC認証制度が
英国で生まれ世界に普及するに至ったプロセスでは水面下でデビッド＆ルシル・パッカード財
団やWWF（世界自然保護基金）などによる支援が存在していたことが既存研究で指摘されてい
る（石原(2018)）。本研究では、我が国において、水産物フードチェーンの外側の組織が果たす
金銭・非金銭的役割を明らかにする。 



なお、本基盤研究(C)の申請書の執筆時点（2018年 10月）から、研究環境が大きく変化し、
それに合わせて当初計画を適宜修正し進める必要が生じた。具体的には、次の 3点である。第一
に 2020年 4月以降本格化した新型コロナウィルス感染症の国内外での流行（以下、コロナ禍）、
それに伴う東京オリンピック・パラリンピック競技大会（以下、東京オリンピック）の延期、無
観客開催、催しの大幅制限、第二に 70年ぶりに抜本改革された改正漁業法の公布（2018年 12
月）および施行（2020年 12月）、第三に世界水産物持続可能性イニシアチブ（GSSI）の承認を
経たMELの国際標準化（2019年 12月）である。コロナ禍によって当初予定していた対面形式
の調査（インタビュー等）の実施や東京オリンピック開催を契機としたMELの海外発信の意義
や効果の検証などについて当初予定していた計画の一部が困難となったが、その代替として改
正漁業法や国際標準化がフードチェーンにもたらす影響の研究を追加的に実施した。 
 
４．研究成果 
 研究成果の概要は以下の通りである。 
① 漁業者=流通業者間の相互作用 
日本国内での漁業認証について統計資料およびウェブデー
タを調査して認証漁船数のうち各認証が占める割合を求めた
ところ、2022年 2月時点でMEL ver.2（2019年に国際標準
であることが認められた新規格）が 97%、MSCが 3%とMEL
が大勢を占めており、漁船規模（大規模か小規模か）や漁法
（能動的漁法か受動的漁法か）の違いはあるものの、MELの
認証規模のほうがかなり大きいことが示された（Oishi and 
Iwata (2023)）。一方、国産水産物の輸出振興の際に重要にな
る海外での CoC認証の取得業者数については、MSCでは欧
米を中心に CoC認証を取得した加工・流通業者が世界中に分
布しているが（Longo (2021)）、MEL ver.2では外国企業の取得は見られず、我が国の水産物の
輸出促進に向けてMSCでは漁業認証が、MELでは CoC認証がボトルネックとなる構造になっ
ていることが明らかとなった（表 1）。 
 また、産業組織論の枠組みを応用した理論分析からは、生産者に環境規制が課されることで、
グリーンイノベーションに対する正のインセンティブが一定条件のもとで生じうることが示さ
れ、ポーター仮説と呼ばれる学説が支持される結果を得た（Iwata (2020)）。この結果から、GSSI
承認に基づく国際標準化の過程で厳格化されたMELの新規格（MEL ver.2）が、日本の漁業に
グリーンイノベーションをもたらす可能性があり、それによって MEL ver.2 だけでなく MSC
のボトルネックの解消に向けた力が働く可能性があると考えられる。既存研究では、独占的な立
場にある流通業者が強い価格決定力のもとで零細漁業者の認証水産物を買い叩くことによって
認証取得の負担が漁業者側に偏ってしまう事例が存在するが（チュウニン プレシアドら(2018)）、
グリーンイノベーションによる漁業者の認証取得費用の低下や国内漁業者の競争力の向上が生
じればフードチェーンのパワーバランスの改善につながる可能性がある。 
 
② 流通業者=消費者間の相互作用 
 水産物エコラベルの小売店舗での価格プレミアムと消費者アンケート調査による支払意思額
（WTP）の違いについて、Web of Scienceによるキーワード検索で収集した過去の国際誌の推
定結果を集計・比較したところ、WTPは 24%程度であったのに対して、市場の需給を反映した
小売価格プレミアムは約 10%であり（西浦・大石(2022)）、日本で研究蓄積の多いWTPの推計
値は現実の市場よりも過大評価となっている可能性があることが示された。エコラベル水産物
の普及の遅れから日本国内で検証が難しかった小売価格プレミアムについて、サバ食ブームで
ノルウェー産の MSC サバを使用した多数の商品が流通していたサバレトルトパック商品を対
象として検証したところ、MSC 表示ありとなしの間に有意な差は見出されず、日本では MSC
ラベルは価格プレミアムの上昇というよりも、小売チェーンのブランドイメージの向上のため
の販売戦略に用いられている可能性があることが示唆された（杉山ら(2022)）。 

2022年度に南欧（ポルトガル、スペイン）のスーパーやコンビニ等で岩田・大石が実施した
現地調査では、MSC の表示はあまり進んでおらず、一部のパッケージされた水産加工製品で
MSC表示の商品が観察されるのみであり、同じ欧州でも緯度が低い南欧は英国や北欧と区別さ
れることが分かった。このことから、流通業者の CoC認証を必要としないパッケージ済みの最
終製品については、MSC の普及が相対的に遅れている南欧やアジア・アフリカ地域に向けて
MEL の認知度の向上を図ることが有効と考えられ、その際、日本漁業のみを認証対象とする
MELのロゴを「日本産」の産地ブランドとして活用したりナッジとして機能しやすい色や形を
採用したりするアプローチが有効である可能性がある（大石(2022, 2024)）。この点についてア
ンケート調査で実証的に検証したところ、マークの基調色を青色にしたり、産地情報を文字で併
記したりすることが消費者にエコラベルの意味を分かり易く伝えることに貢献することが示唆
された（宗・大石(2023)）。 
 
③ フードチェーン全体 
水産物フードチェーンの外側の組織の影響については、日本では漁業者が国際標準化された

MSC MEL

国内の
漁業認証

小 大

海外の
CoC認証

大 無

制度の種類

認証の
段階

表 1 MEL と MSC の認証の比較 

出典：大石(2023) 



MELや MSC の認証を取得するために必要になる資源評価の情報収集や整備を公的機関も実施
しており、認証の申請者である漁業者以外も認証取得にかかる労力や費用を実質的に負担して
いる側面があることから、そうした外部的な費用を考慮したうえで水産物エコラベル制度が合
理的なアプローチであるかを検討する必要性があることを論じた（大石(2020)）。なお、本論文
（大石(2020)）は、MELの国際標準化がもたらす変化について環境、経済、社会という持続可
能性の 3 側面から論じたものであり、この論文を主要業績とする一連のエコラベル研究を対象
として、申請者の大石は 2022年 8月に『国際漁業学会』から奨励賞を受賞した。 

 
申請者の大石は、水産物エコラベルを標準化ビジネスの視点でとらえることによって、本基盤
研究(C)の研究内容をさらに発展させる計画で基盤研究(B)（2023～2027年度）を獲得した。本
基盤研究(C)の研究成果のなかには学会発表段階で査読付き論文としては未掲載である研究内容
が存在するため、そうした研究を基盤研究(B)の文脈を踏まえ発展させ公表していくことを継続
的に取り組むべき今後の課題としたい。 
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